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消費者の受容価格域を考慮したブランド選択モデルに関する考察i 
 
１．はじめに 
 
最適な価格設定を検討する上で、消費者心理を考慮することは重要である。そしてその
消費者心理は、諸条件によって変化しうるものである。そのような消費者に対して常に同
じ価格を提示することが最適な価格設定であるとは言い難い。なぜならば、ある製品に対
して、消費者が適切であると感じる価格は常に一定とはいいきれない。それはその時点、
状況等により変化しうるものである。 
これまで消費者行動研究において、価格変化への消費者反応に関して様々な研究がなさ
れてきた。消費者のブランド選択に関するモデルに限定すれば、先行研究から効用関数に
参照価格を考慮したモデルがより妥当であることが示されている。本研究では、消費者が、
ある製品に対して「この位が適切であろう」と考える価格、すなわち参照価格を持つとい
う前提に立ち、消費者の受容価格域を考慮したブランド選択モデルの提示をする。 
 
２．先行研究 
 
本章では、消費者行動研究における参照価格の定義を踏まえて、どのようなブランド選
択モデルの構築がなされてきたかについてレビューする。 
 
２．１ 参照価格に関する先行研究 
消費者の参照価格は、外的参照価格と内的参照価格に二分される。チラシなどの広告に
掲載される実売価格、希望小売価格など、購買時点を中心として消費者を取り巻く環境（消
費者の外側）に提示される価格が外的参照価格であるのに対して、「この製品であればこの
くらいの値段であろう」というように消費者に記憶として貯蔵された、心理内（消費者の
内側）に存在する価格が内的参照価格であるとされている。消費者の内的参照価格につい
ては、多くの先行研究より下記の特徴が示されている（中村 2001）。 
（１）過去の価格情報との接触の仕方が内的参照価格に影響を与える。 
（２）内的参照価格は、（点ではなく）一定の幅をもっている。 
（３）参照価格の効果は非対称性を有する。 
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（４）内的参照価格が形成されるためには消費者の価格知識が必要である。 
（５）購買時点において、内的参照価格だけではなく外的参照価格も参照価格として利
用される。 
（２）で言及している、一定の幅をもった参照価格は受容価格域と呼ばれる。これは、
参照点の近くにある対象については、同等であるものと知覚（同化）され、離れている対
象については実際以上に差異があるものと知覚（対比）されるという Sherif et al. (1958)
の同化対比理論に依拠している。 
（３）の非対称な参照価格の効果については、Kahneman and Tversky (1979) のプロ
スペクト理論に依拠している。プロスペクト理論とは、同程度の利得と損失があった場合
に、損失のほうが消費者の心理に与える変化量は大きいことを表わす理論である。例えば、
1000 円の値引き（利得）と 1000 円の値上げ（損失）を比較した場合に、「1000 円の値引
きを得た時の喜びの程度よりも 1000 円の値上げによるショックの程度のほうが大きい」
とする考え方である。参照価格の文脈においては、実売価格と参照価格との差に適用され
る。この考えに基づき、一般的な消費者は損失を回避するような行動をとると考えられて
いる。 
以上の知見を踏まえ、消費者行動研究領域において、消費者は図表１のように、自らの
持つ参照点を踏まえて価格に反応をすると考えられている。 
 
図表１ 
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２．２ 参照価格を考慮したブランド選択モデル 
消費者の参照価格に関する先行研究の知見を考慮したモデルは、Hardie, Johnson and 
Fader (1993)、Kalwani, Yim, Rinne and Sugita (1990)、Mayhew and Winer (1992)、
Krishinamurthi, Mazumdar and Raj (1992)、Gupta and Cooper (1992)、Lattin and 
Backlin (1989) などによって構築が試みられている。これらのモデルにおいては、（１）
損失の回避、（２）受容価格域のいずれか、あるいはその両方を考慮したモデルがほとんど
である。 
（１）損失の回避を考慮したモデルとは、価格変化への消費者の非対称な反応を考慮し
たモデルであり、その非対称性を表わすために利得（参照価格＞実売価格）を表わす変数
と損失（参照価格＜実売価格）を表わす変数の２つの変数が規定されたモデルが多い。 
（２）受容価格域を考慮するモデルでは、Kalayanaram and Little (1994) のように、
利得、受容価格域、損失の３つの区間における価格反応の異なる傾きを表わすために３つ
の変数を規定したモデルなどがある。 
以下、主なモデルについて紹介する。 
 
・Kalwani and Yim (1992) 
Kalwani and Yim (1992) では、効用関数の説明変数としてブランドの選好、価格、プ
ロモーション、利得、損失を用いた二項ロジットモデルを提示している。損失の回避を考
慮したモデルである。 
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・Kalwani et al. (1990) 
Kalwani et al. (1990) では、効用関数の説明変数としてブランド・ロイヤルティ、サイ
ズ（容量）に対するロイヤルティ、実売価格、プロモーションの有無、利得、損失 
を用いて、損失の回避を考慮したモデルの構築を試みている。 
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・Kalayanaram and Little (1994) 
Kalayanaram and Little (1994) は、利得と損失の間に比較的価格への反応がなだらか
な受容価格域を仮定したモデルの構築を試みている。スキャンパネルデータを用いて、価
格変数として受容価格域（m）、損失（ l）、利得（ g）の３つの変数を規定している点が
特徴的である。 
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x：３つの価格変数（m , l , g）、ブランドロイヤルティ、広告、ディスプレイ 
 
・Han, Gupta and Lehmann (2001)  
損失の回避、受容価格域に加えて、さらに受容価格域の幅の変化することを取り込んだ
モデルとして、Han et al. (2001) のモデルがある。Han et al. (2001) では、受容価格域
の幅（図表２の gainτ 、 lossτ で示される利得と損失の変化が緩やかな範囲）が諸条件により伸
縮することを取り込んだモデルを提示した。本モデルは利得と損失に関して確率変数を用
いたモデルである。 
 
図表２ 
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このモデルでは受容価格域の幅はブランド要因、競争要因、消費者要因によって、変動
すると仮定している。ブランド要因変数として価格変動（PVOL）、競争要因変数として競
合の値引き（CBD）、消費者要因変数として値引き時の購入数量（DP）を考慮している。 
 
３．モデルの構築 
 
本研究では、Han et al. (2001) のモデルをベースとして、消費者要因による受容価格域
の変化を取り込んだモデルの構築を試みる。 
 
小嶋（1986）では、「心理的財布」という概念を提案している。「心理的財布」とは購買
状況間、個人間での関与差に基づいて異なる、支出への心理的な痛みの大きさを表わす概
念とされている。例えば、大学生にとって、同じ 3000 円の支出であっても、教科書代の
3000 円と友人との飲み代 3000 円では、支出に対する心理的な痛みが異なる。 
小嶋（1986）は、この心理的財布の大きさは様々な要因によって変化しうるが、それら
は継続的な変化と一時的な変化に大別することができるとしている。心理的財布の継続的
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変化は結婚、就職などのライフステージの変化に起因して発生するとされる。例えば、同
じ個人であっても 1000 円の昼食代は就職する前と就職した後で心理的な痛みの大きさは
異なる。 
一方で心理的財布の一時的変化は、（１）時間要因、（２）空間要因、（３）状況要因、（４）対
象要因によって変化が生じるとされている。 
時間要因は、購買・消費する時点・時期に関わる要因である。例えば、消費する時点が
平日なのか休日なのかによって支出に対する痛みが異なることを表わしている。 
空間要因は、購買・消費する空間に関わる要因である。例えばコーヒーを例に挙げれば、
自宅で飲むか、レストランで飲むか、車内販売で飲むかによって、その支出に対する痛み
は異なる。 
状況要因は、購買・消費される状況に関わる要因である。日常生活においては高く感じ
られ消費されにくい製品であっても、祝い事がある場合には喜んで消費されることがある
のは、祝い事という状況要因に依拠して支出に対する痛みが軽減されるからだと考えるこ
とができる。また旅行時に普段と購買行動が異なるのは旅行という状況要因に起因するも
のと考えられる。状況要因による消費者行動の変化に関しては、日本においても上田、藤
居（2002）、上田、柴田（2003）などで実証分析がなされている。 
対象要因は、その購買・消費を「誰と一緒に行うか」あるいは「誰のために行うか」に
関する要因である。すなわち、購買・消費を共有する対象、あるいはその購買・消費に関
わる対象に関連する要因である。一人で摂る昼食への支出と友人と一緒に摂る昼食では支
出に対する痛みは異なる。自分が使用する文房具への支出と親しい友人へのプレゼントと
して購入する文房具への支出では支出に対する痛みは異なる。これらは対象要因によって
心理的財布の大きさが変化していると考えることができる。 
このように、小嶋においては心理的財布が変化する要因を継続的変化と一時的変化に分
類しているが、この違いは事象が生起している期間が長期的か短期的かの違いによると考
えることができる。というのも、継続的変化の要因とされるライフステージの変化は一般
的にライフステージが継続的なため、心理的財布の変化も継続的であると考えることがで
きる（例えば、一旦就職しても、失業すれば元の心理的財布に戻る可能性がある。結婚し
ても、離婚すれば元の心理的財布に戻る可能性があり、その変化が継続的であるとは言い
切れない）。また、一時的変化の原因となる４つの要因は、ライフステージの変化に伴って
変化が生じうる要因である。従って、一時的変化の説明要因によって継続的変化も説明で
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きると考えられる。 
ここで、心理的財布で表わされる心理的な痛みの大小は、実売価格の（４つの要因によっ
て規定される）その時々における参照価格から乖離による痛みを表わしていると考えるこ
とができよう。すなわち、心理的財布概念で表現された心理的痛みは、消費者が図表１で
示した損失の程度であると考えることができる。 
であるならば、前述の４要因はその損失の程度の大小に影響を与えうると考えられ、本
研究で注目している受容価格域にも影響を与えうると考えることができよう。 
以上から、本研究では Han et al. (2001) をもとにして下記のモデルを構築した。 
∑
=
= n
k
h
kt
h
ith
it
U
Up
1
)exp(
)exp(
 
)1(Pr)()1(Pr)( ,,21 =−+=−+++= h lossitititlossh gainitititgainititit IobRPPIobPRPBLPuU ββββ  
 
 
 
)(obPr)1(obPr ,,
h
gainitit
h
it
h
gainit PRPI τ>−==  
h
itgain
h
t
h
t
h
t
h
tgain HOPT ,43210 δβββββτ +++++=  
h
itloss
h
t
h
t
h
t
h
tloss HOPT ,43210 εγγγγγτ +++++=  
 
ここで、 時間要因:T 、 空間要因:P 、 状況要因:O 、 対象要因:H を表わしている。 
利得を表わす gainτ について前述の４要因によって規定されるとした理由、すなわち実売
価格が参照価格を上回る場合の損失のみならず、実売価格が参照価格を下回る場合の利得
に関しても４要因が影響を与えると規定した理由は、何らかの理由で喜んで支出をする場
合は負の心理的な痛みを感じている場合であり、そのような場合には消費者は利得を得て
いるとみなすことができるためである。 
 
４．まとめと今後の研究課題 
 
本研究では先行研究を踏まえて、消費者の心理的要因に依拠した可変的な受容価格域を
考慮したブランド選択モデルの提示を試みた。本モデルがもちうる実務上の示唆は、当該
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製品が販売される環境に適切な価格設定に関わるものであろう。例えば、提示モデルでは
空間要因を考慮しているが、これは流通チャネルの違いによる最適な価格設定の違いを示
唆するものである。同ブランド、同サイズのシャンプーであっても、ホテルの売店におけ
る最適な価格設定と駅前のドラッグストアにおける最適な価格設定とは、必ずしも同じで
あるとは限らない。同様に、販売時期・時間帯や想定される利用状況などの違いによって、
最適な価格設定はやはり異なりうる。本稿で示したモデルは、様々な消費者要因に依存し
た最適価格の多様性を表わすモデルであるといえる。 
最後に今後の研究課題として２点示しておく。第一に本モデルの検証データの収集の問
題がある。消費者要因に限定してはいるものの、その中で多岐にわたる要因を考慮したモ
デルとなっているため、これら全てを満たすパネルデータの収集は困難であろう。実験的
手法によるデータ収集が必要となると思われる。 
第二に、心理的財布概念に関する問題がある。本研究では小嶋の心理的財布概念に基づ
いてモデルの提示を試みたが、これは消費者行動研究における関与概念によって説明しう
る可能性がある。様々な要因による消費者関与の違いによって、受容価格域の変化を含む
消費者の価格反応の違いを検討するモデルの構築も考えられる。製品知識や購入経験など
の要因も受容価格域に大きな影響を与えうるであろう。関与概念とそれに関わる要因との
関係性を検討した上で、今後、受容価格域を考慮したモデルについて再検討を行う必要が
ある。 
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